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科学技術・イノベーション推進事務局

産業協議会の設立について
～フュージョンエネルギー・イノベーション戦略を踏まえた取組～



フュージョンインダストリーの育成戦略
Developing the Fusion industry
【見える】
・研究開発の加速による原型炉の早期実現
・技術及び産業マップ作成によるターゲット明確化

【繋がる】
・ R5年度の設立を目指す核融合産業協議会で
のマッチング

【育てる】
・民間企業が保有する技術シーズと産業ニーズ
のギャップを埋める支援をR5年度から強化
・安全規制・標準化に係る同志国間での議論へ
の参画
・固有の安全性等を踏まえた安全確保の基本的
な考え方の策定

フュージョンテクノロジーの開発戦略
Technology

・ゲームチェンジャーとなりうる小型化・高度化等の
独創的な新興技術の支援策の強化

・ITER計画/BA活動を通じてコア技術の獲得

・将来の原型炉開発を見据えた研究開発の加速

・フュージョンエネルギーに関する学術研究の推進

・新技術を取り組むことを念頭においた原型炉開
発のアクションプランの推進

フュージョンエネルギー・イノベーション戦略の推進体制等 Promotion
・内閣府が政府の司令塔となり、関係省庁と一丸となって推進
・原型炉開発に向けて、QSTを中心にアカデミアや民間企業を結集して技術開発を実施する体制（フュージョンテクノロジー・イノベーション拠点の設立）
・将来のキャリアパスを明確化し、フュージョンエネルギーに携わる人材を産学官で計画的な育成
・国内大学等における人材育成を強化するとともに、他分野や他国から優秀な人材の獲得（フュージョンエネルギー教育プログラムの提供）
・国民の理解を深めるためのアウトリーチ活動の実施

・2050年カーボンニュートラルの実現
・ロシアのウクライナ侵略により国際的
なエネルギー情勢が大きく変化
・エネルギー安全保障の確保

・フュージョンエネルギーの特徴（①カーボンニュートラル、
 ②豊富な燃料、③固有の安全性、④環境保全性）
・エネルギーの覇権が資源から技術を保有する者へとパラ
ダイムシフト

・諸外国におけるフュージョンエネルギー開発への民間投資の増加
・米国や英国政府はフュージョンエネルギーの産業化を目標とした国家
戦略を策定
（＝自国への技術の囲い込みを開始）
・技術的優位性と信頼性を有する我が国が、技術で勝って事業で負け
るリスク
・他国にとっては有力なパートナーであり、海外市場を獲得するチャンス

エネルギー・環境問題の解決策としてのフュージョンエネルギー 新たな産業としてのフュージョンエネルギー

プラズマ加熱
Plasma Heating

重水素
Deuterium

三重水素
Tritium

++

フュージョンエネルギー・イノベーション戦略概要

✓ フュージョンエネルギーを新たな産業として捉え、構築されつつある世界のサプライチェーン競争に我が国も時機を逸せずに参入。
✓ ITER計画/BA活動、原型炉開発と続くアプローチに加え、産業化等の多面的なアプローチによりフュージョンエネルギーの実用化を加速。
✓ 産業協議会の設立、スタートアップ等の研究開発、安全規制に関する議論、新興技術の支援強化、教育プログラム等を展開。

産業育成戦略（D）＋ 技術開発戦略（T）
×推進体制等（P）

の反応により達成する、国家戦略のビジョン

『世界の次世代エネルギーである
フュージョンエネルギーの実用化に向け、

技術的優位性を活かして市場の勝ち筋を掴む、
“フュージョンエネルギーの産業化”』

出典：https://science.osti.gov/-/media/fes/pdf/fes-
presentations/2022/Wurzel---PPP-Lighning-round-talk.pdf
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●名 称

一般社団法人フュージョンエネルギー産業協議会

     （通称：J-Fusion）
(英名：Japan Fusion Energy Council)

●目 的

フュージョンエネルギー産業の創出により、我が国と世界のエネルギーシステムに革新をもたらし、
将来の安定でクリーンなエネルギーによる人類の発展に寄与すること

●役 員

会 長 ：京都フュージョニアリング株式会社
副会長 ：住友商事株式会社、株式会社Helical Fusion
常任理事：古河電気工業株式会社、日揮株式会社
理 事 ：株式会社アトックス、大和合金株式会社、株式会社EX-Fusion、三井物産株式会社、

  株式会社フジクラ、三井不動産株式会社、日本電信電話株式会社、株式会社LINEAイノベーション、
  三井住友海上火災保険株式会社、株式会社IHI、三菱重工業株式会社、
  東芝エネルギーシステムズ株式会社、株式会社INPEX、三菱商事株式会社、
  Blue Laser Fusion合同会社、清水建設株式会社      計21社

●今後の予定

３月22日（金） 米国の業界団体等と共催で、米国ワシントンDCの大使公邸でイベントを開催
４月 １日（月） ホームページの開設、会員募集の開始
５月以降  設立総会の開催 2

（参考）フュージョンエネルギー・イノベーション戦略(抜粋)
●フュージョンインダストリーの育成を目的とした場の設立【内（関係省庁）】 
民間企業におけるフュージョンエネルギーに関する情報交換やビジネスマッチング
等を促進し、フュージョンインダストリーを育成するため、 産学官の場である核融合
エネルギーフォーラムを発展的改組し、一般社団法人核融合産業協議会(仮)の
令和５年度設立を目指す。なお、民間企業が組織として参画する形とし、意欲
ある民間企業の新たな参画も促す。 更にアカデミアやQSTの参画による産学官
連携も促進する。

産業協議会の概要①
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●会員種別・年会費(案)

➢ 特別会員(法人)  ：100万円
 議決権あり。理事を推薦可(選任は総会の決議)。
 本会の活動に参加可。うち、作業部会等の設立、運営、部会長への就任が可。

➢ 正会員(法人)  ： 50万円
 議決権あり。本会の活動に参加可。うち、作業部会等に参加可能。

➢ 賛助会員(法人) ： 25万円
 議決権なし。本会の活動に参加可。ただし、作業部会等に参加不可(部会長の許可の上で参加可)。

➢ アカデミア会員(法人) ： 12万円
 議決権なし。本会の活動に参加可。ただし、作業部会等に参加不可(部会長の許可の上で参加可)。

➢ 連携会員(法人)  ： 無料
 議決権なし。正会員の許可の上で本会の活動に参加可。

➢ サポーター会員(個人) ： 無料
 議決権なし。正会員の許可の上で本会の活動に参加可。

●主な取組

・国内外のフュージョン産業の動向調査(技術マップ・産業マップの作成)、会員企業との情報共有
・フュージョン技術の標準化活動、安全規制も含めた国への政策提言
・地方大学及びその地域企業を中心としたイベント
・産業界と若者の意見交換会
・産業界ニーズと大学シーズ、フュージョン関連企業間でのニーズとシーズのマッチングイベント
・国内外の関連機関と連携した人材育成
・海外のフュージョン産業協議会との連携イベント 等

産業協議会の概要②



発起人会の設立趣意書
人類社会の持続的な発展を図るために、地球環境に調和し、安全性が高く、長期の安定供給ができるエネルギーの実現を目指して、
フュージョンエネルギーの開発が世界規模で進められています。世界のカーボンニュートラルに向けた動きの中で、これまでの国際協力による
ITER計画/BA活動を中核とする政府主導による科学的・技術的な着実な進展に加え、諸外国においては特に民間による投資が増加して
います。フュージョンエネルギー開発に投資された資金は様々な企業に共同研究や機器調達という形で技術開発を急速に加速し、海外を中
心に将来のエネルギー実用化を視野に入れたサプライチェーンが構築されつつあります。すでにいくつかの国においては、政府主導や民間企業
による実用化に向けた原型・実験炉の開発が進行し、また、フュージョンエネルギーの産業化を目標とした国家戦略も策定され、発電の実現
を待たずしてフュージョンエネルギー技術の産業化への世界的な競争が始まっています。

我が国は、これまでの公的研究機関、大学等を中心とした研究開発を通じて培った学術基盤、技術的優位性と、ITER計画/BA活動を
通じて培ったものづくり産業における信頼性及び、それらを支えてきた人材と経験を有しており、フュージョンエネルギーの産業化における国際市
場において大きな可能性を持っています。一方で、加速する他国の状況を踏まえると、このままでは我が国は、技術を提供するだけで産業化
に遅れ、結果的に市場競争に敗れるというリスクにさらされているとも言えます。特に、フュージョンテクノロジーは先端科学技術の集積であり、
技術安全保障を基盤とした経済安全保障の確保の上でも重要です。我が国はこれまで、世界におけるフュージョンエネルギー研究開発にお
いて主要な役割を果たして来ましたが、今後も21世紀の国際社会においてこの課題に積極的に取り組み、主導的役割を担っていくためには、
産業化という新たな展開に的確に対応する必要に迫られていると考えられます。

これまでのフュージョンエネルギーに関する情報交換は、研究者及び公的開発計画に従事する研究機関、企業を中心とした産官学の枠組
みに加え、研究開発に直接携わる者のみならず幅広い各界を含めた方々の一層の理解と支援を得ることを目指したアウトリーチ活動へと展
開していました。しかし、現在世界で急速に拡大している、民間を中心とするフュージョンエネルギー技術の市場への取り組み、産業化を目指
した活動、産業そのものの広がりについては、特に今後の国際競争を考えれば、出遅れていると言わざるを得ません。

そこで、2023年4月に策定された国家戦略「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」も踏まえ、産官学におけるフュージョンエネルギーに関
する情報交換やビジネスマッチング等の活動を促進し、産学官による原型炉開発の加速、安全規制の整備、新興技術の開発促進及び他
分野からの参入機会の創出等、フュージョンインダストリーを育成するため、新たに一般社団法人として民間企業が参画する組織の設立を
もって、我が国におけるフュージョンエネルギーの産業化に向けた機運を高めようという有志企業が集まり、「一般社団法人フュージョンエネル
ギー産業協議会」の設立に向けた発起人の会が発足することとなりました。ここでは、これまでもITER計画/BA活動をはじめとするフュージョン
関連事業に参加してきた企業だけでなく、今後の参入に意欲のある民間企業、フュージョンを目指す新興企業の新たな参画も期待されてい
ます。さらにこれまでの研究開発の中核であったアカデミアや研究者、学会等との産官学連携も、これまでに増して促進する計画です。我が国
産業界、学界の総合力をこの法人設立に向けてお寄せ頂き、フュージョンエネルギーの一日も早い開発と実用化、産業化を進め、以て直面
する深刻なエネルギー問題、気候変動問題に対処すべく、本会にご賛同・ご参画頂けますよう、お願い申し上げます。
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